
 

 

 
 

 

 

何が差別か、皆で考えよう 
～ 部落差別解消法施行によせて ～ 

 

 

 

 

平成２８年１２月に「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行されました。 

この法律は、「部落差別は許されない」との認識のもと、部落差別のない  

社会を実現することを目的としています。 

今もなお、部落差別により結婚が妨げられるなど、偏見に基づく差別が存在

し、インターネット上に差別を助長するような情報が掲載されるといった問題も

発生しています。  

この学習資料は、私たち一人ひとりが自分の問題として考え、「差別をしない、

させない」という意識を持って行動するために、何が差別かを皆で考える   

きっかけとなることを願い作成したものです。 
 

 

 

 
 

 

 

平成２９年（２０１７年）６月 
 

公益社団法人鳥取県人権文化センター 
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部落差別の解消の推進に関する法律 

平成２８年１２月１６日 法律第１０９号  

（目的）  

第一条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部落

差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有を

保障する日本国憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの認識の下

にこれを解消することが重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関し、基本理

念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、相談体制の充実

等について定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のない社会を

実現することを目的とする。  

（基本理念）  

第二条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本的人権を享有するかけ 

がえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消する 

必要性に対する国民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別のない 

社会を実現することを旨として、行われなければならない。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する施策を講ずるとともに、

地方公共団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情報の提供、

指導及び助言を行う責務を有する。  

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国との適切な  

役割分担を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実情に

応じた施策を講ずるよう努めるものとする。  

（相談体制の充実）  

第四条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとする。  

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別

に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。  

（教育及び啓発）  

第五条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。  

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別

を解消するため、必要な教育及び啓発を行うよう努めるものとする。  

（部落差別の実態に係る調査）  

第六条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、地方公共団体の協力を 

得て、部落差別の実態に係る調査を行うものとする。  

附 則  

この法律は、公布の日から施行する。 
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一人ひとりの人権が尊重され、誇りを持って生き  

られる、差別と偏見のない社会をめざして 

 

 

○「部落差別は許されない」ものであり、部落差別のない社会を実現することを目的とした

「部落差別の解消の推進に関する法律」が平成２８年１２月に施行されました。  

○残念ながら、現在も一部ではなお、部落差別により結婚が妨げられるなど、偏見に基づく差別

が存在し、さらには、インターネット上に差別を助長するような情報が掲載されるといった問題

も発生しています。  

○一般に、差別による人権侵害を受けても、差別被害を訴えるという行為は容易でないと言わ

れます。差別を受けた側が自己喪失感や無力感を感じてしまい、更なる被害を恐れて声を

上げられなくなることもあり、差別の実態を見えづらくしていると考えられます。 

○この学習資料では、部落差別に関わる数例の判決を事例として掲載しました。裁判所の

判断は、個別のケースによって変わりうるものです。何が差別かを一律に決めることには、

難しい問題がありますが、これらを参考として、改めて何が差別か、自分自身ならどう行動

するかを考えていただきたいと思います。 

○差別をなくしていくためには、一人ひとりが自分の問題としてとらえ、「差別をしない、させない」

という意識を社会で共有し、行動することが大事です。この学習資料がその第一歩となれば 

幸いです。 

 

※用語について 

「同和地区」、「被差別部落」の表記については、 法律、裁判例や法務省の説示に記載されている

用語に沿って使用しています。 
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部落差別に関わる裁判の判決事例 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

【参考事例①】 興信所結婚差別身元調査事件 

 

《事例のポイント》 

 

○身元調査等を営業目的とする法人が、結婚に関する報告を依頼者にする 

場合に、部落出身を理由として他の者と区別した報告をすることは、社会的 

身分による差別であり、許されない。（損害賠償額５０万円を認定） 

 
 
 

 

◆当事者 

（原告）Ａ（Ｂと婚約していたが、身元調査報告をきっかけに婚約破棄をされた。） 

（被告）会社Ｃ（身元調査会社） 

◆事件の概要 

○ＡとＢは親しく交際を続けるうちに婚約し、結婚式の時期を決め、結納金等を交わ 

 していた。 

○その後、Ｂの両親は、身元調査等を営業目的とする株式会社Ｃに、Ａの身元調査を 

 依頼し、会社Ｃは結婚調査報告書をＢの両親に送付した。 

○その報告書の血統及び家柄欄には、「本人方は同部落の中心地に代々居住しており、 

種族平等の現在これを云々することには疑問はあるが、家柄としてはやや考慮の 

 余地があるものと思われる。」と記載されていた。 

○Ｂとその両親は、報告書にＡが部落出身者である旨が記載されていることを知るや、 

婚約を破棄すべきであるとの結論に達し、Ｂの父がＡに報告書を手交して婚約破棄 

をほのめかし、その翌日、Ａの両親あてに手紙で婚約破棄を通告した。 

 

 

１１ 事件の概要 

ケケーースス１１ 身元調査について  

●あなたは、自分自身や家族の結婚などにあたって、相手方の出身地

や家柄を調べますか？ 調べるとすると何のために調べるのでしょ

うか？ 
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◆裁判所の判断 

【大阪地裁】 

○身元調査を営業目的とする法人が、結婚に関する身元調査の報告を依頼者に報告

  する場合において、部落出身を理由として他の者と区別した報告をすることは、 

社会的身分による差別であり、許されない。 

○調査報告は、広く社会一般に流布するものではないが、その内容が真実であった 

としても、原告の結婚について機会均等を奪い、社会的身分による差別的取扱を 

したものであり、原告の名誉を毀損したものと認めるのが相当。 

【大阪高裁】 

○憲法１４条の法の下の平等の原則は、直接には国家機関が国民に対し不平等な 

取扱いをすることを禁止しているものだが、本条項の精神は国家機関以外の私人 

が他人に対し差別的な取扱いをすることを禁ずることによってはじめて完全に 

いきわたるもの。 

○身元を調査していわゆる部落出身者たることを依頼者に報告する行為は、本条項 

の精神に反するものであって、公の秩序に反し、違法たるを免れない。 

○事実調査に基づく報告によって名誉が毀損されたのであるから、このような不法 

行為たる報告まで憲法２１条（表現の自由）、憲法２２条（職業選択の自由）に 

よって保障されているものとは到底解されない。 

【最高裁】 

○会社Ｃの上告を棄却。（高裁の判断を支持） 

◆裁判年月日 

・大阪地方裁判所 昭和４８年（１９７３年）４月３日判決 

・大阪高等裁判所 昭和４８年（１９７３年）１０月２４日判決 （控訴棄却） 

・最高裁判所第二小法廷 昭和５０年（１９７５年）４月４日判決  （上告棄却） 

【参照法令等】 

○日本国憲法 
第十四条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地 

により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。  

２～３ 略  

第二十一条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。  

２ 略  

第二十二条 何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。 

 

○民法 
（不法行為による損害賠償）  

第七百九条 故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は、 

これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 
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●この事例では、興信所等が身元調査をして、「部落出身を理由として  

他の者と区別した報告を依頼者にすることは、社会的身分による差別で

あり、許されない。」と判断しています。 

 

●それでは、個人が自分や家族が結婚しようとしている相手の現在や過去

の居住地、出身地が被差別部落かどうかを本人以外の者から聞き取るな

どして、自分自身で調べることは差別にあたるでしょうか。また、それ

は差別意識のあらわれと言えるでしょうか。 

 

●鳥取県では、過去5年間で同和地区の人々に対する差別的な発言や行動

を直接見聞きしたことのある人が18.6％います。また、その差別的な

発言や行動の8割（80.1％）は、地域や職場、学校、家庭内など、日常

の身近な場面で行われたものです。 
[鳥取県人権意識調査（平成26年5月調査）結果報告書より] 

 

●最近は、個人がインターネット等で自由に情報を発信できるようになり、

また、さまざまな情報を気軽に、簡単に得られるようになりました。  

ところが、このネットを通じて、不当な差別的取扱いを助長・誘発する

目的で特定の地域を同和地区であると指摘するなどの事案が発生して

います。 

あなたは、「知ること」「知らせること」の責任についてどう思いますか。 

ある人を差別や偏見にさらしかねない情報を知った場合、どのような 

意識や態度が必要だと思いますか。 
  

 

 

 

 

 

 

 

２２   この事例から考えてみましょ う  



- 6 - 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

【参考事例②】 結婚差別事件  

《事例のポイント》 

 

○夫の兄夫婦の部落差別意識にもとづく言動が、夫の差別意識を醸成し、 

結婚を破綻に導いた。夫の責任はもとより、夫の行動に影響を与えたことに

ついて、夫の兄夫婦の不法行為責任も併せて認め、共同不法行為の成立を

認定した。（損害賠償額７００万円を認定。） 

 
 
 

 

◆当事者 

（原告）Ｘ（Ａと結婚したが、その後Ａは家出して行方不明） 

（被告）Ａ、Ａの兄姉ら 

◆事件の概要 

○高校時代から交友関係のあった原告ＸとＡは、再会後、婚姻を誓う仲になり、 

結婚式の具体的な時期も決定していた。しかし、Ｘが被差別部落出身者であること 

を知ったＡの兄Ｂの妻Ｃが、ＡあてにＸが被差別部落出身であることを理由に、 

ＸとＡの婚姻に反対する旨の手紙を送ったことを皮切りに、Ａは婚姻に消極的な 

姿勢を見せ始めた。そして当日、Ａは結婚式に出席せず、新郎の役をＡの兄Ｄが 

つとめるという事態にいたったものの、ＡとＸの婚姻届は提出された。 

○その後、原告Ｘは、何度か法務局に結婚差別事件として救済申立をし、法務局に 

指導してもらって結婚生活を継続したが、ＡはＸと正常な夫婦生活を送ろうとしな 

いまま８年あまりを過ごし、その後、出奔し行方不明になってしまった。 

○原告Ｘは、夫Ａが家出して結婚生活が壊れたのは、夫Ａの兄Ｂらの差別意識が夫婦

 の仲を割いたためだとして、夫Ａとその兄Ｂらを相手取り、離婚と慰謝料の支払い

 を求めた。 

 

 

 

１１ 事件の概要 

ケケーースス２２ 結婚相手に対する家族の言動について  

●被差別部落出身者と被差別部落の出身でない２人が結婚しようとして

おり、あなたがその２人の家族や親戚であった場合、あなたはこの 

結婚をどう受けとめ、どのように行動しますか。 
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◆裁判所の判断 

【岡山地裁】 

○夫Ａについて、原告Ｘが被差別部落の出身であることが少なくとも一つの、 

しかし相当重要な理由となって、夫としての協力義務を尽くさず、最後には家出 

をして行方不明となったもので、「悪意の遺棄及び婚姻を継続し難い重大な事由」 

に当たるというべきであり、その不法行為によりＸが受けた精神的苦痛に対する 

慰謝料（７００万円）を支払うよう命じた。 

【広島高裁】 

○夫Ａについて、結婚開始前にＡの周囲の部落差別意識に基づく影響を受けて 

醸成された差別意識が極めて深刻で、それが解消されないまま結婚後も持続し、 

ついには家出して行方不明の状態になり、結局婚姻を破綻させた結果、Ｘに多大 

の精神的苦痛を与えたものと認定し、地裁判決と同様に慰謝料（７００万円）を 

支払うよう命じた。 

○夫Ａの兄Ｂの妻Ｃが、婚姻前にＡに出した手紙が、①部落差別意識に基づき、 

結婚に反対の意思を表明したにとどまらず、その結婚により自己の身内の者の 

世間体や評判が傷つくことなどを強調して、Ａに対して結婚の翻意を強く迫る 

ものであり、それ自体がＸの名誉を毀損する違法なものであること、また、 

②この手紙の差し出し行為がＡに対し、深刻な部落差別意識を醸成させ、以後、 

差別意識が間断なく持続して、Ａの結婚生活破綻に至る一連の行為を起こさせた 

ことを認定した。 

○また、夫Ａの兄Ｂは、その妻Ｃの手紙が法務局に人権問題として取り上げられ 

 た際に、Ｘに対して金銭による解決を持ちかけ、これが受け容れられないと 

知ってＡを強く殴るなどの行為が、Ａの部落差別意識の醸成と持続に強く影響 

していると認めた。 

○そして、結婚前から結婚後を通じて、夫Ａの兄Ｂとその妻Ｃの言動が、Ａに対し、 

深刻な部落差別意識を醸成させた。これらの行為は婚姻関係破綻の結果との間 

に相当因果関係がある。よってＢ、Ｃは、Ａと原告Ｘの婚姻破綻について不法 

行為責任を免れないとし、Ａとの共同不法行為者と認定したうえで、連帯して  

７００万円の損害賠償を命じた。 

【最高裁】 

○夫Ａの兄夫婦Ｂ、Ｃの上告を棄却。（高裁の判断を支持） 

◆裁判年月日 

・岡山地方裁判所○○支部 昭和６１年（１９８６年）５月２０日判決 

・広島高等裁判所△△支部 平成元年（１９８９年）４月２７日判決 （控訴 一部変更） 

・最高裁判所第一小法廷 平成元年（１９８９年）１１月３０日判決 （上告棄却） 
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【参考法令等】 

○民法 

（不法行為による損害賠償）  

第七百九条 故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者

は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 

（共同不法行為者の責任）  

第七百十九条 数人が共同の不法行為によって他人に損害を加えたときは、各自が連帯し 

てその損害を賠償する責任を負う。共同行為者のうちいずれの者がその損害を加えたか 

を知ることができないときも、同様とする。  

２ 行為者を教唆した者及び幇助した者は、共同行為者とみなして、前項の規定を適用 

する。 

 

○人権侵犯事件調査処理規程（平成１６年法務省訓令第２号） 

（趣旨） 

第１条 この規程は，法務局及び地方法務局において行う人権侵犯事件（以下「事件」と 

いう。）の調査及び処理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（事件の調査及び処理の目的） 

第２条 事件の調査及び処理は，人権侵犯の疑いのある事案について，関係者に対する 

援助，調整の措置を講じ，又は人権侵犯の事実の有無を確かめ，その結果に基づき，事案 

に応じた適切な措置を講ずるほか，関係者に対し人権尊重の理念に対する理解を深める 

ための啓発（以下「啓発」という。）を行い，もって人権侵犯による被害の救済及び予防 

を図ることを目的とする。 

 

※法務局人権相談電話： 

みんなの人権 110 番（0570-003-110），女性の人権ホットライン（0570-070-810）、 

子どもの人権 110 番（0120-007-110・フリーダイヤル） 
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●この事例では、家族、親戚などの周囲の差別意識に基づく言動が、当人

の結婚生活を破綻に導いた場合に、当人だけでなく、結婚生活の破綻を

招いた周囲の言動を不法行為と認定しています。 

 

●この事例に登場する家族や親戚は、差別意識に基づいて何を守ろうと 

したと思いますか。また、その結果、何を得て何を失ったと言えるで  

しょうか。 

 

●被差別部落出身者と被差別部落の出身でない２人が結婚しようとして

おり、あなたがその２人の家族や親戚であった場合、あなたはこの結婚

をどう受けとめ、どのように行動しますか。相手方の家族や親戚には、

どのように対応してほしいと思いますか。 

 

●もし、あなたが部落差別意識によって家族や親戚に結婚を反対されたり、

結婚後の生活に差別的な干渉をされたりしたら、あなたならどう対応 

しますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２ この事例から考えてみましょ う  
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法務省の人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例 

 

 

市の担当者から、市内の立て看板等の十数か所に賤称語を用いた差別落書きがされて

いるとの通報があり、法務局が調査を行った事案である。 

調査の結果、相手方は、市内の特定の地区を中心とした地域内の立て看板、電柱、道

路標識支柱等に不特定多数の者が視認しうる状態で、特定の個人名等と併せて賤称語

を用いた落書きを行った事実が認められた。そこで、相手方に対して、本件行為の不当性

を強く認識し、自戒するとともに、同和問題に関する正しい理解と認識を深め、二度と同様

の人権侵害行為を行うことのないよう勧告した。(措置：「勧告」) 

 

 

同和地区出身であることを理由として交際相手の両親から結婚に反対されたとの申告を

受け、調査を開始した事案である。 

法務局が交際相手の両親から事情を聴取したところ、申告者が同和地区出身である

ため結婚に反対していると認めたため、法務局は交際相手の両親に対し、啓発資料を

用いて同和問題に対する理解を深めるように働きかけ、また、同和地区出身であることを

理由に結婚に反対する旨発言したことは不当な差別であり、申告者の人格を傷つける

人権侵害であるとして、今後は同和問題に対する正しい理解を深めるよう説示した。 

 (措置：「説示」) 

 

●●  同和地区出身であることを理由とする差別（平成 26 年） 

●●  賤称
せんしょう

語
ご

を用いた連続差別落書き事案（平成 20 年） 

その他の事例 
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